◎従来のエコポイント（地域通貨）に関係する制度の課題

○ アンケート調査（大阪府立産業開発研究所実施）で明らかになった課題
	［調査対象］
(1) 全国の地域通貨実施団体
配布数160 団体、回収数48 団体、回収率30.0％

(2) 大阪府内の商店街
配布数939 団体、回収数291 団体、回収率31.0％

(3) 大阪府内市区町村及び市区町村社会福祉協議会
配布数136 団体、回収数79 団体、回収率58.1％


●取引機会を多くすること

地域通貨を円滑に運用するためには、参加者各人が多くのサービスを提供するとともに利用もするという双方向での参加が必要。また、事業者、特に地元商店街を巻き込んだ運営が不可欠。
●地域通貨の用途を拡げ、事業者の参加を多くすること

地元商店街の積極的な参画のためには、各事業主が受け取った地域通貨を事業活動に活用できることが求められる。少数ではあるが、北海道の地域通貨特区のように、仕入れ先への支払いまで可能となっている例もあり、実施にあたって様々な活用方法について検討が必要。
●運営費を確保すること

地域通貨を実施するには、通貨の印刷など様々な運営資金が必要である。地域通貨の用途を拡大することで地域通貨の魅力度を高め、その結果として会員数の増加、会費収入の増額を図るなど、地道な活動が求められる。
●紙幣型の地域通貨を発行する場合には、発行量や偽造に留意すること

紙幣方式は国家通貨と同様に取引が簡単で、匿名性も高いという特徴があり、実施団体の約6割がこの方式を採用。しかし、法令との調整や偽造防止などの対応が必要。また、発行相当額を銀行預金で確保するなど、堅実な発行も求められる。
●行政には実施団体と商店街をマッチングするなどの支援策を期待

地域通貨実施団体、商店街ともに、「今後は連携・協力したい」という回答が相当数にのぼる（地域通貨実施団体91％、商店街65％）。このため、行政としても両者をマッチングすることにより、地元商店街を巻き込んだ地域通貨の実現に努めることが望まれる。

